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退職共済年金または障害共済年金の受給権者が、民間会社や私立学校等に再就職し、厚生年金保険等の公的
年金制度に加入した場合に、年金額の一部を支給停止されることがあります。
実際にどんな場合にどのような制限を受けるのか、またどのような手続きをすればよいか、下表でお知らせ
します。

(注 1)退職後 1日以上の間を空けて常勤の公務員またはフルタイム勤務者として再就職した場合は、「年金受給権者再
就職届書Jを再就職先の共済組合に提出してください。(用紙は、公立学校共済組合本部ホームページからダウン
ロードできます。)

④

勤 務 形 態 再就職後の年金制度 共済年金との調整 提 出 書 類

常勤の公務員

・市町教育委員会の教育長
・国の職員 等

(注 1)参照        |

公務員共済年金制度

・市町村職員共済組合

国家公務員共済組合

全額支給停止

●提出書類
「年金受給者再就職届書J

(公立学校共済組合理事長宛の様式)
「年金証書J

●提出先

新たに所属する共済組合へ提出する。

●備考

再就職先を退職したときは、公立学校共済組
合の期間に再就職の期間を加え、年金の改定を
行い再就職後に加入していた共済組合から年
金が支給されます。

再

任

用

職

員

フルタイム勤務職員

(週 38時間45分勤務者)

(注 1)参照

公立学校共済組合 全額支給停止

●提出書類
再任用採用時は、提出書類なし。
再任用期間終了時は、退職共済年金
改定請求書等、年金改定に必要な書類

●提出先
所属所へ提出する。

● 備考

再任用期間終了後は、再任用の組合員期間を

加算した退職共済年金に改定し、支給停止になつ

ていた年金支給が開始されます。再任用期間終

了時に年金改定請求書等を在籍する所属所宛
送付します。

短
時
間
勤
務
職
員

週31日寺間勤務者 厚生年金

所得

(再就職後の収入

額等)に よリー部

支給停止

(注2)参照

(注3)参照

●提出書類
「就職届書」

●提出先

共済組合年金担当者宛

●備考
「就職届書Jは再就職後に、再就職先の証明を
受け速やかに提出のこと。
「就職届書Jの提出が遅れると退職共済年金
の初回支給が遅れる場合があります。

週 19時間25分
勤務者

適用なし 支給調整なし
●提出書類
提出書類なし。

臨時的任用職員

公立学校の代替講師、

代替職員
・市田]の嘱託職員
・諸団体の嘱託職員 等

厚生年金

(勤務形態により厚生

年金に加入 しない場

合もあります。再就職

先に確認願います。)

所得

(再就職後の収入

額等)によリー部

支給停止

(注 2)参照

(注3)参照

●提出書類
「就職届書」

●提出先

共済組合年金担当者宛

●備考
「就職届書Jιま再就職後に、再就職先の証明
を受け速やかに提出のこと。
「就職届書」の提出が遅れると退職共済年
金の初回支給が遅れる場合があります。
厚生年金、私立学校振興 共済事業団に加
入しない場合は、支給調整が行われないため、
「就職届書Jの提出は必要なし。

民間企業

私立学校の教職員
私立学校振興

共済事業団

自営業
60歳未満は
国民年金に加入

支給調整なし
●提出書類
提出書類なし。
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(注 2)退 職共済年金の一部支給停止は、厚生年金等の被保険者でなくなつたときに解除されます。70歳以降も雇用が
継続される場合は、厚生年金の被保険者資格は70歳で喪失しますが、支給停止の措置は継続されます。(昭和 12
年4月 1日以前生まれの方については、65歳で支給停止が 解除されます。)

(注 3)<年金の一部支給停止の計算方法 >
給与所得と年金を含めた収入月額の合計が47万 円を超えたとき、超えた額の半分が翌月分から支給停止され
ます。
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※1 年金基本月額 :

[年金額―(職域年金相当部分十加給年金額+経過加算額)}× 1/12
×2 基準収入月額相当額 :

〔再就職先の給料 (標準報酬‖月額)十支給停止対象月の前月以前 1年の標準賞与 (期末勤勉手当)の総額l× 1/12

60歳未満で退職される組合員及び組合員の退職時に60歳未満の被扶養配偶者の
方は、退職後、国民年金への加入手続きが必要です l

◇60歳未満で退職される組合員の方
再就職により何らかの年金制度に加入するか、もしくは現職配偶者の被扶養者になる

場合以外は、国民年金への加入手続きが必要です。

◇組合員の退職時に60歳未満の被扶養配偶者の方
組合員の退職に伴い、国民年金第3号被保険者としての資格は喪失します。組合員が再
就職し、何らかの年金制度に加入する場合を除き、国民年金の加入手続きが必要です。

*加入手続きは、お住まいの市役所、役場で行つてください。

退職、転出時に貸付未償還金がある場合は下記の手続きを行うこととなります。

区  分 償 還 方 法

3月 末で退職される場合

退職時に未償還金がある方は、原則として退職手当から控除いたします。

(退職者本人が手続きをする必要はありません。)

退職手当から控除しきれない場合は、4月上旬に不足分の振込用紙を自宅宛送付
いたします。指定の金融機関に期日までに振り込んでください。

転

出

さ

れ

る

場

合

他都道府県の

公立学校共済組合ヘ
転出先の支部で弓き続き償還できます。(組合員の手続きは不要 )

石川県の

地方職員共済組合

市町村職員共済組合

へ転出

次の償還方法がありますので、選択をしてください。

(3月 下旬に本人宛償還方法申出書を送付します。)

(1)自 己資金で償還する。(4月 に払込通知書を送付します。)

(2)転出先の共済組合で借り換えて償還する。(4月 に残高証明書及び払込通知

書を送付します。)

(3)徴収嘱託の方法で償還する。(転出先の共済組合で給

与引き去りし、公立学校共済組合に償還します。)

上記以外の共済組合

へ転出

未償還金を一括償還していただきます。

(1)自 己資金で償還する。(4月 に払込通知書を送付します。)

(2)転出先の共済組合で借り換えて償還する。(4月 に残高証明書及び払込通知

書を送付します。)

⑤


